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 日本では、1968年の霞ヶ関ビルを始めとし、約 40年前から超高層建築が建設されてきた。

1970 年代から高層集合住宅を初めて建設して以来、高層・超高層集合住宅が盛んに建設さ

れている。最近では、築後 20～30 年の一部の高層・超高層集合住宅は外壁剥落、バルコニ

ーと屋上防水性能の低下、消防と機械と配管設備の老朽化の問題が著しくなり、大規模修

繕に関わる課題に直面している。こうした集合住宅はどのように長期に維持し続けられる

かが今後の課題になると考えられる。 

 

 一方、ニューヨーク市では、1890 年代、建築技術の改善に伴って、高層集合住宅が建設

されるようになってきた。現在、19 世紀から 20 世紀への変り目の初期、1930 年代に高層

住宅の関係法令に合わせて、または 1960 年代に政府の都市開発プロジェクトの一環として

建設された高層集合住宅は今も使用されている。こうした事例の修繕実情を重ねて明らか

にし、一般的修繕項目とその周期に関する知見をまとめ、修繕の理由から修繕行為を解析

することによって、高層集合住宅の長期的運営の手段を探ることを目的とする。世界で高

層集合住宅歴史が最も長いニューヨーク市の修繕経験を研究することで、日本の現状問題

の参考とすることができると考えられる。 

 

 本論文は序論と結論を含めた 6 章により構成されている。本研究の目的、研究対象、研

究方法、既往研究、論文の構成については、序論においてまとめた。 

 

第 2 章の前半では、ニューヨーク市における高層集合住宅の修繕行為の種類とその理由

を論述し、2 章の後半では、高層住宅の歴史と研究対象の位置づけを明らかにした。 

まずニューヨーク市建築局で得た修繕記録によって、一般的修繕行為の種類を明らかに

することを目的とした。ニューヨーク市建築法に従って、建築許可が要求されている修繕

内容を、ニューヨーク市建築局のサイトに公開された Building Information System というデ

ータベースの分類方式によって整理した。高層集合住宅の所有形態によって共用部分と専

用部分の所有権が異なり、修繕に関する決定権もそれぞれ違うので、修繕行為を十分に理



解するため、修繕行為の種類を共用部分と専用部分に分けた。共用部分に関しては、一般

工事、ボイラー関係、火災警報装置、機械設備、配管設備、スタンドパイプ、スプリンク

ラー、エレベーターとなっている。専有部分に関しては、一般工事、機械設備、配管設備

である。修繕に関する理由は建物の状況によって異なるが、法規から修繕行為を考えると、

修繕行為の発生は建築躯体の変更、政府制度の規定、所有者の対応に関わっている。そこ

で、建築躯体（物）、政府制度（法）、運営手段（人）という視点から修繕行為の発生を解

釈し、この 3 点を主要な修繕理由として論述した。 

 次に、歴史的見るとニューヨーク市の居住地開発を始めとし、地理的及び文化的要因で

大勢の人がニューヨークに移住した。交通の発達につれて、居住地が Manhattan を中心とし

て広がった。多くの人がニューヨーク市に集住したため、集合住宅という居住形態が生じ

た。都市空間の不足に加えて、同時に建築工法と材料が改善されたため、高層集合住宅が

普及してきた。19 世紀から 20 世紀への変り目に、高層集合住宅はアパートホテルとして登

録して建設された場合が多かった。その事例として、1904 年に竣工したアパートホテル－

Ansonia、1908 年に竣工したコーポラティブ・アパートホテル－Gainsborough を位置づけた。

1930 年代、法令の改正に伴って、以前より高層の集合住宅の建設が許可されたため、多く

の高層集合住宅が建てられた。その事例として、1925 年のニューヨーク市内に最も高いア

パートホテル－Ritz Tower、1930 年のセットバックの高層住宅の San Remo 及び Eldorado を

位置づけた。1960 年代、ニューヨーク政府は住宅生産を強固に押し進めたので、政府が主

導した都市開発プロジェクトの一環として－1965年の Kips Bay Plazaと 1966年の University 

Village を取り上げた。 

 

 第 3 章では、2 章の後半に続き、取り上げられた高層集合住宅事例の開発及び建設、設計、

変遷について述べた。 

1900 年代の Ansonia 及び Gainsborough の開発は当時の富裕な開発者、または芸術家によ

って行われ、1930 年代の Ritz Tower、San Remo、Eldorado の開発は当時の有名人、開発業者

によって行われた。1930 年代の事例の設計は同じ建築家によってされた。1900～1930 年代

の変遷については、1930 年代、第二次世界大戦後、ニューヨーク市ランドマーク保存委員

会の登録、1980 年代との時期に分けて記述した。1930 年代の大恐慌から第二次世界大戦後

にかけては建物のメンテナンスがきちんと行われていなかったが、修繕に関わる維持管理

制度の制定、ランドマーク保存委員会の創設、経営手段の変更に伴って、修繕によって建

物を維持することが注目されてきたという。1960 年代の事例は政府の都市開発に関わって

おり、同じ建築家によって、当時最新のコンクリート技術で構築された。1900～1960 年代

の事例については、最初コーポラティブとして建てられた物件以外に、1980 年代に全ての

賃貸住宅は政策、社会環境、不動産市場の変化に伴って、コンドミニアムまたはコーポラ

ティブに変更された。 

 



第 4 章では、ニューヨーク市における高層集合住宅の修繕項目及び周期を明らかにし、

修繕の理由により修繕実態を把握した。 

 まず、1900～1960 年代の事例において共用部分の修繕内容を 2 章の前半で明らかにした

修繕項目によって分類した。専有部分の修繕内容を 2 章の前半で決めた分類型によって分

類し、修繕内容の起因によって再分類した。それにより、各事例の共用部分及び専有部分

の修繕実態を把握した。 

 次に、事例の年代別によって、共用部分の修繕項目とその周期、専有部分の修繕実態を

まとめ、それぞれの事例で行った修繕行為の理由を老朽化した躯体の修繕及び付加施設の

改善、政府制度、運営手段の観点から述べた。1900 年代の事例の共用部分において、一般

工事のエアー・シャフトと外壁、スタンドパイプ、スプリンクラー、エレベーター、1930

年代事例の共用部分において、一般工事の外壁、スプリンクラー、1960 年代事例の共用部

分において、一般工事の外壁と屋根、ボイラーの修繕周期を確認することができた。専有

部分の修繕については、共用部分の大規模修繕に伴って行う場合もあり、各住戸によって

行われる場合もあるため、周期の確認は困難である。そこで、修繕の種類だけを明らかに

した。1900～1960 年代の事例の専有部分において、機械設備及び配管設備に関する修繕工

事が多く行われたことが確認できた。以上の修繕実態は記録に載った事実に基づき、修繕

の理由によって再分類した。修繕には有形と無形の理由がある。有形の理由に関しては、

建築躯体と部位と部品の劣化、付加施設と商業空間の改善があり、無形の理由に関しては、

政府の制度、例えば維持管理制度、ランドマーク保存委員会の規則等、または経営手段、

所有者の不動産投資に対する姿勢等がある。そこで、ニューヨーク市における高層集合住

宅の修繕行為を見極めるため、最初に修繕の種類とその周期を分析して基本実態を明らか

にし、その後、修繕の理由から基本実態を解析し、修繕行為を解釈した。 

 

第 5 章では、日本における高層集合住宅の長期的運用を目的として論述した。日本にお

ける高層集合住宅の大規模修繕の事例によって修繕行為の種類を明らかにし、ニューヨー

ク市と日本の事例を比較し、日本におけるニューヨーク市での修繕経験の応用について最

後に述べた。 

 まず、日本における高層集合住宅の歴史を始めとし、事例の位置づけを与えた。そこで

取り上げられた事例は既に大規模修繕工事が行われた高層集合住宅である。各事例の建物

概要、または修繕の実態を述べた。日本の事例の修繕内容は、個々の修繕関係業者により

独自に分類されており、建築躯体及び施工種類の関係項目を細かく一々列挙している。日

本の修繕行為をニューヨーク市のものと比較するため、ニューヨーク市の分類基準で日本

の修繕項目をまとめた。 

 次に、ニューヨーク市と日本の事例による共用部分及び専有部分の修繕実態の共通点及

び相違点を明らかにした。事例に共通のある共用部分の修繕項目は一般工事の外壁、間仕

切り、入口の庇、ロビー、アンテナ、窓、屋上、そして消防・避難用の火災警報装置、機



械設備の空調・換気、配管設備、エレベーターである。事例に相違のあるの共用部分の修

繕項目は一般工事のバルコニーとその他、ボイラー、消防・避難用の感知器その他、機械

設備のスプリンクラー接続部その他、スタンドパイプ、スプリンクラーである。専有部分

に関して、水廻りの配管工事及び空調設備の機械設備が行われることがニューヨーク市と

日本の事例記録を通して確認できたが、一体化工事は日本よりニューヨーク市に多いこと

が明らかになった。 

 最後に、日本においてニューヨーク市での修繕経験の応用について論述した。修繕行為

の理由の一つである建築躯体に関わる日本の修繕現状を考察し、ニューヨーク市と日本の

事例の共用部分に共通する・しない修繕項目、専有部分に共通しない修繕項目を有形の視

点から提案した。また、将来の日本で、ニューヨーク市における修繕理由の中の無形の政

府制度及び運営手段に関わる修繕実態を応用する可能性について考慮し、提案した。 

 

第 6 章では、本論文の全体の総括を行い、その結論を生かす今後の研究課題を考慮した。

ニューヨーク市及び日本の経験を分析することにより、現在高層集合住宅の建設が盛んに

行われているアジアの諸国が同様の問題に直面する際に活用できると考えられる。アジア

の諸国における高層集合住宅の修繕、維持、再生に関する研究は今後の課題と考えられる。 

 


